
議案第７７号

令和７年度

栗山町水道事業会計予算書

北海道夕張郡栗山町



（総則）

第１条　令和７年度栗山町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（1）　給水人口 10,650 人

（2）　年間総配水量 1,310,000 ㎥

（3）　１日平均配水量 3,589 ㎥

（4）　主な建設改良事業 285,212 千円

老朽管更新事業費 141,675 千円

配水施設整備費 85,470 千円

浄水施設整備費 58,067 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　水道事業収益 370,262 千円

第１項　営業収益 330,341 千円

第２項　営業外収益 39,921 千円

第１款　水道事業費用 392,874 千円

第１項　営業費用 371,172 千円

第２項　営業外費用 21,602 千円

第３項　予備費 100 千円

令和７年度　栗山町水道事業会計予算

収入

支出

- 1 -



- 2 -

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１４１，５７８千円は、過年度

　分損益勘定留保資金６０，９４８千円、当年度分損益勘定留保資金５２，４６１千円、当年度分消費税等資本的収支調整額２８，１６９千円で

　補てんするものとする。）

第１款　資本的収入 252,390 千円

第１項　企業債 226,200 千円

第２項　出資金 3,278 千円

第３項　工事負担金 22,912 千円

第１款　資本的支出 393,968 千円

第１項　建設改良費 309,848 千円

第２項　企業債償還金 84,120 千円

収入支出差引不足額 141,578 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。　

（単位：千円）

普通貸借・証券発行
及び証書借入

3.8％以内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる資金に
ついて、利率見直しを行った
後においては、当該見直し後
の利率）

40年以内（うち据置 5年以内）の半年賦
元利均等償還及び半年賦元金均等償還、
ただし、都合により償還期間を短縮し、
もしくは繰上償還することができる。2.浄水施設整備事業 55,100

171,1001.老朽管更新事業

収入

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

支出



（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（1）　営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はこれ以外の経費をこの経費の金額に流用する

　場合は、議会の議決を経なければならない。

（1）　職員給与費　　　３６，１６６千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、１０，０００千円と定める。
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収入 （単位：千円）

予定額

1 水道事業収益 370,262

1 営業収益 330,341

1 給水収益 327,384 水道料金による収益

2 受託工事収益 1,814 給水装置の工事及び修繕の工事受託による収益

3 その他営業収益 1,143 指定手数料及び消火栓維持管理負担金による収益

2 営業外収益 39,921

1 受取利息及び配当金 62 預金及び貸付金利息

2 他会計負担金 709 一般会計負担金

3 長期前受金戻入 39,101

4 雑収益 49

仮受消費税 (29,796)

備考款項目

令和７年度　栗山町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出



支出 （単位：千円）

予定額

1 水道事業費用 392,874

1 営業費用 371,172

1 原水及び浄水費 118,295

管理に要する費用

2 配水及び給水費 21,962

する費用

3 業務費 23,939

4 総係費 25,338

5 受託工事費 5,697

6 減価償却費 170,541

7 資産減耗費 5,400

2 営業外費用 21,602

1 支払利息及び企業債取扱諸費 11,602 企業債及び一時借入金利息

2 消費税及び地方消費税 9,000

3 雑支出 1,000

3 予備費 100

1 予備費 100

仮払消費税 (13,251)

款項目

固定資産の減価償却費

資産の除却損又は廃棄損に係る費用

給水装置工事及び修繕用の受託工事に要する費用

　　備考

給水量の検針及び料金の調定に要する費用

原水の取り入れ並びに原水のろ過殺菌に要する費用及び設備の維持

配水管その他浄水の配水にかかる設備及び給水装置の維持管理に要

事業活動の全般に関する費用
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収入 （単位：千円）

予定額

1 資本的収入 252,390

1 企業債 226,200

1 企業債 226,200 建設改良費等に対する企業債

2 出資金 3,278 　

1 出資金 3,278

3 工事負担金 22,912

1 工事負担金 22,912 補償等工事による原因者負担金

仮受消費税 （）

資本的収入及び支出

　　備考

統合簡易水道事業出資金

款項目



支出 （単位：千円）

予定額

1 資本的支出 393,968

1 建設改良費 309,848

1 老朽管更新事業費 141,675 老朽管の更新に要する費用

2 配水施設整備費 85,470 配水管等の整備に要する費用

3 浄水施設整備費 58,067 浄水場の整備に要する費用

4 固定資産取得費 24,636 量水器等固定資産の取得に要する費用

2 企業債償還金 84,120

1 企業債償還金 84,120 企業債償還元金

仮払消費税 (28,169)

　　備考款項目
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（消費税抜き、単位：千円）
前年度決算見込額 当年度予定額 増減

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
１ 当年度純利益 △ 15,279 △ 30,057 △ 14,778
２ 減価償却費 165,246 170,541 5,295
３ 引当金の増減額(△は減少) △ 264 765 1,029
４ 長期前受金戻入(△) △ 24,556 △ 39,101 △ 14,545
５ 受取利息及び受取配当金(△) △ 1 △ 62 △ 61
６ 支払利息 10,359 11,602 1,243
７ 固定資産除却費等 4,886 5,400 514
８ 未収金の増減額(△は増加) 5,559 △ 9,424 △ 14,983
９ 未払金の増減額(△は減少) △ 32,530 △ 1,152 31,378

１０ たな卸資産の増減額(△は増加) － － －
１１ 前払費用等の増減額(△は増加) － － －

　小計 113,420 108,512 △ 4,908
１２ 利息及び配当金の受取額 1 62 61
１３ 利息の支払額(△) △ 10,359 △ 11,602 △ 1,243
業務活動によるキャッシュ・フロー 103,062 96,972 △ 6,090

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
１ 固定資産の取得による支出(△) △ 169,596 △ 281,679 △ 112,083
２ 国庫補助金、負担金等による収入 5,467 22,912 17,445

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 164,129 △ 258,767 △ 94,638

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
１ 建設改良費等企業債の発行による収入 152,300 226,200 73,900
２ 建設改良費等企業債の償還による支出(△) △ 41,751 △ 44,120 △ 2,369
３ その他の企業債の発行による収入 － － －
４ その他の企業債の償還による支出(△) △ 40,000 △ 40,000 －
５ 一般会計からの出資金による収入 3,236 3,278 42

財務活動によるキャッシュ・フロー 73,785 145,358 71,573

Ⅳ 現金預金増減額(△は減少) 12,718 △ 16,437 △ 29,155
Ⅴ 現金預金期首残高 415,519 428,237 12,718
Ⅵ 現金預金期末残高 428,237 411,800 △ 16,437

令和７年度　栗山町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）



１　総括

822 2,891 239 27 24 7,253381

321 120242 1,400 159 9 △24 3,582

計

78 3,696 771 623 942 4,291 398

管理職 住居 期末 寒冷地
管理職
特別

通勤

36 — 10,835

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の内訳

区分 扶養 勤勉 時間外

— 2,419 450

78 1,277

本年度

前年度

比　較

5,649 36,166

(—) (1)

— 1 194 5,657 3,582 9,433

(—) (—)

1,898 11,331

— 4 1,755 12,076 7,253 21,084 3,751 24,835

比　較

(—) (1)
前年度

給与費明細書

（単位：千円）

区分
職員数（人） 給与費

法定福利費 合計
特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計

本年度
— 5 1,949 17,733 10,835 30,517
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ア　会計年度任用職員以外の職員

2,548 239 27 24 6,623

242 120 1,399 159 3,4869 △24

期末 寒冷地
管理職
特別

通勤 計

78 3,314 771 10,109623 942 3,947 398 36 —
職員手当
の内訳

区分 扶養 勤勉 時間外 管理職 住居

— 2,132 450 381 822

78 1,182 321

本年度

前年度

比　較

1 — 5,657 3,486 9,143 1,898 11,041
比　較

— 5 — 17,733 10,109 5,649 33,491

—

27,842

3,751 22,450

（単位：千円）

区分
職員数（人） 給与費

法定福利費 合計
特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計

12,076 6,623 18,699

本年度

前年度
— 4 —



イ　会計年度任用職員

96

— 344 — 726

勤勉

382

（　　）内は、短時間勤務職員外書き

職員手当
の内訳

区分 時間外 期末 通勤 計

— 343 — 630

— 1 —

287

95

(—) (—)

— — — 29029096—194

— —

(—) (1)

— 2,385— 630 2,385

本年度

前年度

比　較

本年度

前年度

比　較

（単位：千円）

区分
職員数（人）

法定福利費 合計
特別職 一般職

(—) (1)

— — — 2,675726

給与費

報酬 給料 職員手当 計

1,949

1,755

— 2,675
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 説明

千円 千円 給与改定の状況

　前年度給料改定率 10.38％

527

　平均昇給率 2.37％

　昇給期別職員数  1月　2人

職員の異動状況

現に在籍する職員数　 その他 計

本年度 4人 1人 5人

前年度 4人 －人 4人

増　減 －人 1人 1人

採用・退職の状況 採用 退職

令和6年度 　　　　－人 （見込）－人

令和7年度 （見込）－人 （見込）－人

その他の増減分 3,582

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（単位：円） （単位：円）

技術職 平均 区分 事務・技術職

平均給与月額 363,076 334,918 高校卒

 平均年齢（歳） 41歳10月 37歳5月 新給与表1-5

平均給与月額 416,500 285,192 大学卒

 平均年齢（歳） 50歳0月 30歳10月 新給与表1-25
令和6年4月1日現在

241,423

令和7年4月1日現在
316,145

給料

職員手当 3,582

区分

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

5,657

188,000

220,000

120

24歳5月 

34歳5月 

事務職

備考

その他の増減分 5,010

増減事由別内訳

（２）初任給

　前年度給与改定実施時期　　令和6年4月1日

制度改正に伴う増減分 —



（３）級別職員数

６ ６

５ ５

４ ４

３ ３

２ ２

１ １

計 計

６ ６

５ ５

４ ４

３ ３

２ ２

１ １

計 計

（４）期末・勤勉手当

（　　）内は、再任用職員の支給率

前年度

2

－

区分
６月（月分） 　１２月（月分）

67

3

支給期別支給率

100

本年度

令和６年４月１日現在

－

－

－

33

有

有
(1.175) (1.175) (2.350)

(1.200) (1.200) (2.400)

2.250

2.300 2.300

2.250

4.600

4.500

1

－

1

－

－

－

2

（月分）

支給率計

1

－－

職制上の段階・職務の

級等による加算措置

100

－

－

100

－

級
(％）

－－

－

100

－

－

－

－

－

1

－

職員数
(人）

技術職

50

構成比
(人）

1

－－

－

－－

3

事務職

職員数

1

1

－

50

－

区分

－

100

－

33

－

1

級

33

34

構成比
(％）

令和７年４月１日現在
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（単位：千円）

金額 国道支出金 地方債 その他

栗山町水道施設管理委託業務 42,570 42,570 42,570令和7

期間

令和6

金額

—

債務負担行為に関する調書

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳

特定財源
一般財源

期間



（単位：千円）

１ 固定資産
⑴ 有形固定資産

イ 土地 36,984
ロ 建物 519,626

減価償却累計額(△) △ 369,565 150,061
ハ 構築物 7,194,852

減価償却累計額(△) △ 3,317,759 3,877,093
ニ 機械及び装置 1,483,773

減価償却累計額(△) △ 996,616 487,157
ホ 車両運搬具 4,302

減価償却累計額(△) △ 4,088 214
ヘ 工具器具及び備品 75,243

減価償却累計額(△) △ 53,565 21,678
ト 建設仮勘定 －
有形固定資産合計 4,573,187

⑵ 投資その他の資産
イ リサイクル預託金 12
投資その他の資産合計 12

固定資産合計 4,573,199

２ 流動資産
⑴ 現金預金 411,800
⑵ 未収金 42,133
⑶ 貯蔵品 2,650
⑷ 前払金 －
⑸ 貸倒引当金(△) △ 1,194
流動資産合計 455,389

資産合計 5,028,588

３ 固定負債
⑴ 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,849,198
ロ その他の企業債 71,875
企業債合計 1,921,073

固定負債合計 1,921,073

令和７年度　栗山町水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

＜資産の部＞

＜負債の部＞
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４ 流動負債
⑴ 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 47,825
ロ その他の企業債 33,750
企業債合計 81,575

⑵ 未払金 12,010
⑶ 前受金 249
⑷ 引当金

イ 賞与引当金 2,422
ロ 法定福利費引当金 402
引当金合計 2,824

流動負債合計 96,658

５ 繰延収益
⑴ 長期前受金 2,089,915

長期前受金収益化累計額（△） △ 818,767
繰延収益合計 1,271,148

負債合計 3,288,879

６ 資本金
⑴ 自己資本金

イ 固有資本金 14,463
ロ 繰入資本金 645,856
ハ 組入資本金 123,132
自己資本金合計 783,451

資本金合計 783,451

７ 剰余金
⑴ 資本剰余金

イ 国庫補助金 49,633
ロ 工事負担金 18,078
ハ 受贈財産評価額 8,269
資本剰余金合計 75,980

⑵ 利益剰余金
イ 減債積立金 87,805
ロ 建設改良積立金 240,000
ハ 利益積立金 58,180
ニ 当年度未処分利益剰余金(△累積欠損金) 494,293
利益剰余金合計 880,278

剰余金合計 956,258
資本合計 1,739,709
負債・資本合計 5,028,588

＜資本の部＞



１ 営業収益 （単位：千円）
⑴ 給水収益 304,198
⑵ 受託工事収益 1,799
⑶ その他営業収益 1,119 307,116

２ 営業費用
⑴ 原水及び浄水費 86,501
⑵ 配水及び給水費 22,197
⑶ 業務費 21,077
⑷ 総係費 21,891
⑸ 受託工事費 14,574
⑹ 減価償却費 165,246
⑺ 資産減耗費 4,886 336,372

営業利益（△損失） △ 29,256

３ 営業外収益
⑴ 受取利息及び配当金 1
⑵ 他会計負担金 717
⑶ 長期前受金戻入 24,556
⑷ 貸倒引当金戻入 －
⑸ 雑収益 62 25,336

４ 営業外費用
⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費 10,359
⑵ 貸倒損失 －
⑶ 雑支出 1,000 11,359 13,977

経常利益（△損失） △ 15,279

当年度純利益(△純損失) △ 15,279
前年度繰越利益剰余金(△繰越欠損金) 539,629
その他の未処分利益剰余金変動額 －
当年度未処分利益剰余金(△累積欠損金) 524,350

令和６年度　栗山町水道事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１ 固定資産
⑴ 有形固定資産

イ 土地 36,984
ロ 建物 519,626

減価償却累計額(△) △ 357,452 162,174
ハ 構築物 6,991,723

減価償却累計額(△) △ 3,215,964 3,775,759
ニ 機械及び装置 1,449,358

減価償却累計額(△) △ 983,026 466,332
ホ 車両運搬具 4,302

減価償却累計額(△) △ 4,088 214
ヘ 工具器具及び備品 75,243

減価償却累計額(△) △ 49,257 25,986
ト 建設仮勘定 －
有形固定資産合計 4,467,449

⑵ 投資その他の資産
イ リサイクル預託金 12
投資その他の資産合計 12

固定資産合計 4,467,461

２ 流動資産
⑴ 現金預金 428,237
⑵ 未収金 32,709
⑶ 貯蔵品 2,650
⑷ 前払金 －
⑸ 貸倒引当金(△) △ 1,444
流動資産合計 462,152

資産合計 4,929,613

３ 固定負債
⑴ 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,670,823
ロ その他の企業債 105,625
企業債合計 1,776,448

固定負債合計 1,776,448

令和６年度　栗山町水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

＜資産の部＞

＜負債の部＞



４ 流動負債
⑴ 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 44,120
ロ その他の企業債 40,000
企業債合計 84,120

⑵ 未払金 13,162
⑶ 前受金 249
⑷ 引当金

イ 賞与引当金 1,561
ロ 法定福利費引当金 248
引当金合計 1,809

流動負債合計 99,340

５ 繰延収益
⑴ 長期前受金 2,067,003

長期前受金収益化累計額（△） △ 779,666
繰延収益合計 1,287,337

負債合計 3,163,125

６ 資本金
⑴ 自己資本金

イ 固有資本金 14,463
ロ 繰入資本金 642,578
ハ 組入資本金 123,132
自己資本金合計 780,173

資本金合計 780,173

７ 剰余金
⑴ 資本剰余金

イ 国庫補助金 49,633
ロ 工事負担金 18,078
ハ 受贈財産評価額 8,269
資本剰余金合計 75,980

⑵ 利益剰余金
イ 減債積立金 87,805
ロ 建設改良積立金 240,000
ハ 利益積立金 58,180
ニ 当年度未処分利益剰余金(△累積欠損金) 524,350
利益剰余金合計 910,335

剰余金合計 986,315
資本合計 1,766,488
負債・資本合計 4,929,613

＜資本の部＞
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注記
１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

定額法

主な耐用年数

建物 10 年～65 年

構築物 10 年～80 年

機械及び装置 5 年～20 年

車両運搬具 5 年～7 年

工具、器具及び備品 5 年～15 年

（２）引当金の計上方法

イ　貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

ロ　退職給付引当金

職員の退職手当は、「栗山町水道事業及び下水道事業の退職給付引当金に関する取扱要領」に基づき、水道事業が毎期支出する退職

手当組合に対する普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付

引当金は計上していない。

ハ　賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業

年度の負担に属する額を計上している。

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　予定貸借対照表等に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「水道事業に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還

に要する資金の一部を一般会計が負担すると見込まれる額は４８，６０３千円である。


